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東海道新幹線

リニア中央新幹線想定ルート

北陸新幹線

出典：中央防災会議 （H15.3.18）資料
※東海道、北陸新幹線、中央新幹線(想定)を追加

日本海側に国土の成長、安心の基盤となる国土軸を形成
これまでの国土政策は、太平洋側を中心として高速鉄道網の整備などの投資が行われてきました。

頻発する地震など災害への対応や、著しいアジアの成長を取り込み、国際競争力を高めるには、日本海側の国土軸を確固たる

ものとし、安全安心な国土基盤に立脚した新たな成長戦略を描く必要があります。

北陸新幹線の大阪延伸により、日本列島の中心にネットワークが形成され、三大都市圏をはじめ、あらゆる方面から人の流れ

が創出され、災害時においては、東海道新幹線との相互補完機能を発揮します。
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新青森

東北新幹線
平成22年12月4日開業

長野
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博多

金沢福井

敦賀

富山

岡山
広島

複数ルートによる代替機能
～災害に強い国土づくり～

名古屋
大阪

東京

大宮

新潟

上越

東海道新幹線
昭和39年10月1日開業

北陸新幹線
平成26年度末金沢開業予定

アジアの成長にリンク
～国際競争力を高める日本の成長戦略～

日本海側に国土軸、

列島の真ん中に高速鉄道ネットワーク

上越新幹線
昭和57年11月15日開業

山陽新幹線
昭和50年3月10日開業

凡例

九州新幹線
鹿児島ルート
平成23年3月12日開業

北海道新幹線

九州新幹線
西九州ルート リニア中央新幹線想定ルート

新鳥栖

東海地震による想定震度分布

新函館
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関西圏

1,3401,310
万人

現行 金沢開業

万人

関西⇔北陸
現行

人/日 人/日

敦賀開業

14,600 14,400
中京圏

350340
万人 万人

現行 金沢開業
中京⇔北陸

現行

人/日 人/日

敦賀開業

4,800 4,900
首都圏

680550
万人 万人

現行 金沢開業
関東⇔北陸

現行

人/日 人/日

敦賀開業

7,900 19,600

首都圏

680550
万人 万人

現行 金沢開業
北陸⇔北陸
現行

人/日 人/日

敦賀開業

2,300 4,900

29,600人/日 ⇒ 43,800人/日

需要予測（鉄道利用者数：人/日）

※敦賀開業は優等列車に限った流動

現行 敦賀開業

北陸：富山県、石川県、福井県

関西：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県
奈良県、和歌山県

中京：岐阜県、愛知県、三重県 関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県
千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

9,170億円
敦賀開業で発生する便益(50年累計)

※鉄道利用者や事業者等が受ける効果を貨幣換算したもの
（B/C 1.1）

※

102億円/年
敦賀開業の収支採算性
※整備新幹線の開業前後を比較して、営業主体に生じる収支改善効果

（開業後30年平均）

※

出典：整備新幹線小委員会「収支採算性及び投資効果の確認」（H24.4 国土交通省）

現行

全国幹線旅客純流動調査（H17 国土交通省）をもとに集計

金沢開業、敦賀開業

整備新幹線小委員会「収支採算性及び投資効果の確認」（H24.4 国土交通省）をもとに年間需要を算出

敦賀開業の整備効果
北陸新幹線の開業により、首都圏方面に大きな時間短縮効果が発生し、交流圏が拡大します。

また、本県のみならず、北陸全体に時間短縮効果が生まれ、３大都市圏と北陸が２時間台で移動できるようになります。

◆需要予測結果：鉄道利用者数（平成37年度開業想定）

◆その他の効果

◆敦賀開業時の時間短縮効果

所要時間変化（現行⇒敦賀開業）

※現行の所要時間は、H24.3.17改正ダイヤの最速値を使用

※開業後の所要時間は､『｢収支採算性及び投資効果の確認｣に関する参考資料』、『収支採算性及び投資効果に 関する詳細資料』

（H24.4.3 国土交通省 整備新幹線小委員会）および時刻表（H24.3）に基づく最速値

※所要時間は想定値であり、開業後の運行ダイヤはＪＲが決定する

1:51

2:00

4:08

4:13

3:40

1:33

1:46

1:38

2:39

3:02

名古屋

大阪

長野

大宮

東京

芦原温泉駅

1時間34分短縮

38分短縮

2時間30分短縮

14分短縮

18分短縮

1:40

1:47

4:16

4:02

3:28

1:25

1:38

1:28

2:29

2:52

名古屋

大阪

長野

大宮

東京

福井駅

1時間33分短縮

36分短縮

2時間48分短縮

9分短縮

15分短縮

1:26

1:39

4:34

3:49

3:15

1:22

1:35

1:43

2:44

3:07

名古屋

大阪

長野

大宮

東京

南越(仮称)駅 ※現行は武生駅⇔各駅間の所要時間

1時間5分短縮

8分短縮

2時間51分短縮

4分短縮

4:23

3:28

3:08

1:44

2:45

2:54

長野

大宮

東京

敦賀駅

43分短縮

2時間39分短縮
※東京⇔各駅間利用経路

現行 米原経由、東海道新幹線利用
開業後 全て北陸新幹線利用

※長野⇔各駅間利用経路（現行）
芦原温泉、福井、南越
北陸本線（直江津）⇔信越本線
敦賀
北陸本線（米原）⇔東海道新幹線（名古屋）
⇔中央本線・篠ノ井線・信越本線

4分短縮

人口（H22国勢調査）

埼玉県 719万人
（さいたま市122万人）
長野県 215万人
（長野市38万人）

参考：特急運行本数（H24.10現在）

福井

金沢
富山

長野

大阪

名古屋米原

敦賀

東京

北陸新幹線「あさま」

東京･長野 ２７往復/日

東海道新幹線「ひかり」

東京・米原 １５往復/日

しらさぎ
富山・名古屋 ８往復/日
金沢・米原 ８往復/日

サンダーバード

富山・大阪 １５往復/日

金沢・大阪 ８往復/日

２



新幹線の整備効果
新幹線が整備されることで、さまざまな整備効果が発生します。

３

九州新幹線（H23.3全線開業）

JR九州資料（H24.3）

出典： 新幹線全線開業の経済効果について（H24.3 鹿児島地域経済研究所）

利用者数（熊本・鹿児島中央間）

開業前の

約１.7倍5,142千人

H22.3～H23.3 H23.3～H24,3

3,114千人

開発が進む新幹線駅周辺

長野方

高崎方佐久平駅

北口 南口

小海線
開業後10年目

北陸新幹線ルート

長野方

高崎方

小海線

開業前

◆ 敦賀開業による経済波及効果（H24.11北陸経済連合会調査）

◆ 先行事例の効果
北陸新幹線 高崎・長野間（H9.10開業）

開業前 JR東日本報道発表資料（H8.10～H9.9実績） 開業後 鉄道輸送統計年報（国土交通省）

商業施設
アミュプラザ鹿児島

交流施設
くまもと森都心プラザ新たな経済活動の拠点として発展

経済波及効果

開業後10年目

1,350
億円/年

出典： 北陸新幹線（高崎・長野間)事業に関する事後評価報告書（H20.3 鉄道・運輸機構）

約800億円/年

北陸全体

※金沢開業時および福井県分の効果は、（財）北陸経済研究所が試算

うち福井県分

約300億円/年※金沢開業の場合

利用者数（高崎・長野間）

開業前の

約１.５倍25,800人/日

H9年度(開業前) H23年度

19,000人/日

沿線のまちづくり（長野県佐久市） 経済波及効果（鹿児島県）

H23年度 前年比

464
億円/年

約210億円/年
約40億円/年※金沢開業の場合

経済波及効果

雇用創出効果

約7,200人/年 約1,900人/年

北陸全体 うち福井県分

746

90

0 200 400 600 800

航空機

新幹線
（N700系のぞみ）

（ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ777型）

エネルギー消費量 （単位：MJ/座席）

約1/8

50

4.2

0 20 40 60

航空機

新幹線
（N700系のぞみ）

（ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ777型）

約1/12

CO２排出量 （単位：kg-CO2/座席）

新幹線の環境優位性

新幹線は輸送障害が極めて少なく、
開業以来、乗客の死亡事故ｾﾞﾛ

◆ その他の効果

安全・安心な交通機関
雪害による輸送障害件数（H14～17年の平均値）

出典
東北新幹線（八戸・新青森間）事業に関する対応方針
（H19.3 鉄道・運輸機構）

※輸送障害 運休または30分以上の遅延
貨物は60分以上



出典：第1回整備新幹線小委員会資料（H24.1）

整備効果：観光入込客数の変化

４



並行在来線※の取扱いに関する基本方針

参考：新幹線開業後の在来線

県と沿線市町は、経済界等の協力を得ながら並行在来線の存続を図ります。
経営形態や運営の基本方針、負担および支援については、認可後速やかに、県や沿線市町等関係機関による並行在来線対策協議

会を設置し、北陸新幹線の整備区間の開業時までに具体的に詰めていきます

新幹線に地域で運営（並行在来線）
※千曲駅（新駅として設置）

◆経営形態

○第３セクターによる経営を基本に、県と沿線市町等は十分協議し、決定する

◆運営の基本方針

○列車の運行形態等については、沿線住民の意向を踏まえながら、県と沿線市町等は十分協議し、決定する。

◆負担および支援

○経営分離に係る沿線市町の財政負担について、県は過大とならないよう配慮する。

○経営分離後も経営主体の健全な経営を確保するため、国に対し必要な施策を積極的に講ずるよう、県と沿線市町等はともに

強く求めていく。

参考：先行事例における利便性確保、向上

先行事例：しなの鉄道

特急普通 快速

○運行本数の増※（しなの鉄道〈69本/日⇒124本/日〉、IGRいわて銀河鉄道〈61本/日⇒87本/日〉、青い森鉄道〈27本/日⇒101本/日〉）

○快速の運行（しなの鉄道〈9本/日〉、IGRいわて銀河鉄道〈1本/日〉、青い森鉄道〈21本/日〉、肥薩おれんじ鉄道〈1本/日〉）

○朝夕の通学や通勤などに配慮したダイヤ編成 （しなの鉄道、IGRいわて銀河鉄道、青い森鉄道、肥薩おれんじ鉄道）

○新駅の設置（しなの鉄道：4駅〈テクノさかき、屋代高校前、信濃国分寺、千曲〉、IGRいわて銀河鉄道：2駅〈巣子、青山〉、肥薩おれんじ鉄道：１駅〈たのうら御立岬公園〉）

○隣接する第３セクター、JRとの相互乗り入れ

例：IGRいわて銀河鉄道⇔青い森鉄道（盛岡・八戸間） IGR 青い森
盛岡 目時 八戸

※運行本数は、平成24年3月時点の第３セクター営業区間を走る普通列車、快速、JR乗入の合計（上下線）、平日の最大本数。
※青い森鉄道の運行本数は、開業前が目時・八戸間、開業後は目時・青森間

※新幹線開業後にＪＲから経営分離される路線、県内では北陸本線が該当

５
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第３セクター各社の経営状況
H9しなの鉄道（H9.10開業）

旅客本数 124本/日(快速9本）

貨物本数 6本/日（臨時含）

輸送密度 約6,800人/日

H20 H21 H22 H23
・７期連続黒字計上し、Ｈ２２年度から累積黒字に

・金沢開業に伴う並行在来線（長野～妙高高原）の経営引受

・Ｈ２４．７に中軽井沢駅を橋上化、新装オープン

・除雪経費等について、更なる支援拡大を国と交渉中

青い森鉄道（H14.12開業）

旅客本数 99本/日(快速20本）

貨物本数 65本/日（臨時含）

輸送密度 約2,000人/日

H20 H21 H22 H23
・７期ぶりに黒字計上し、累積赤字も減少傾向

・新駅、筒井新駅建設、H２６．３開業予定

・冬期の安定運行確保のため、新型除雪車導入

ＩＧＲいわて銀河鉄道
（H14.12開業）

旅客本数 87本/日(快速1本）

貨物本数 47本/日（臨時含）

輸送密度 約2,900人/日

H20 H21 H22 H23
・今後も黒字の見込み、今年度にも累積赤字解消

・Ｈ２５．４から運賃を一部値下げ
通勤定期 45㎞以内の近・中距離を値下げ

通学定期 運賃の上限を設定し、遠距離を値下げ

普通運賃 距離区分を10㎞から5ｋｍ刻みにし、一部区間を値下げ

肥薩おれんじ鉄道
（H16.3開業）

旅客本数 60本/日(快速8本）

貨物本数 10本/日（臨時含）

輸送密度 約800人/日

H20 H21 H22 H23
・経常損失、累積赤字、ともに減少

・Ｈ２５．３から地元の食材を使った観光列車

「おれんじ食堂 九州西海岸食楽列車」を運行開始

・車両1口オーナー募集、４９７人が参加

各社ともＨ２３年度からの貨物調整金制度の拡充に伴い、経営状況改善

輸送密度が高く多くの貨物が走る北陸本線は、更なる健全経営が期待

※グラフ凡例
経常収益

経常損失

H14

H14

H16

６

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）



信越本線（新潟県）
直江津～長野県境

38km、9駅

信越本線（長野県）
新潟県境～長野

37km、6駅長野

◆経営分離区間（北陸本線）における第３セクター設置状況

福井県

石川県

富山県

長野県

新潟県

直江津

芦原温泉丸岡

鯖江

武生
越前大野

福井

富山
金沢

糸魚川

開業準備の進む第３セクター（北陸本線沿線）

岐阜県

石川県
会社名：石川県並行在来線株式会社（H24.8.28設立）

資本金：４億５,０３０万円（今年夏頃に増資し、20億円程度に）

営業区間：金沢駅～倶利伽羅駅 17.8km、4駅

社員数：100～110人程度（開業時 うちＪＲ派遣7～ 8割）

輸送密度： 約13,100人/日（開業時予測値）

貨物本数：40本/日（臨時含む）

相互乗入： 金沢駅～富山駅

※他者区間との乗り継ぎに係る負担軽減、運賃値上げ抑制等の

財源を確保するため、経営安定化基金を創設予定

富山県
会社名：富山県並行在来線準備株式会社（H24.7.24設立）

資本金：１５億円（今年夏頃に増資し、40億円に）

営業区間：石動駅～越中宮崎駅 98.7km、19駅

社員数：約300～330人（開業時 うちＪＲ派遣220人程度）

Ｈ25年度、73人内定（高卒14人、大卒・一般59人）

輸送密度： 約7,300人/日（開業時予測値）

貨物本数：44本/日（臨時含む）

相互乗入： 金沢駅～富山駅、富山駅～糸魚川駅

新潟県
会社名：えちごトキめき鉄道株式会社（H22.11.22設立）

資本金：１．５億円（準備会社設置時）

営業区間：市振駅～直江津駅（日本海ひすいライン） 60.3km、12駅（直江津含む）

輸送密度： 約1,400人/日（開業時予測値）

貨物本数： 32本/日（臨時含む）

相互乗入： 実施予定（区間未定）

※会社設立により地域の雇用拡大に貢献

H24.9.17 北日本新聞
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